
議案第３６号  

羽生勤労者総合福祉センター条例の一部を改正する条例 

羽生勤労者総合福祉センター条例（平成４年条例第２７号）の一部

を次のように改正する。  

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては

「改正前部分」と、改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。  

（１）  改正前部分及びそれに対応する改正後部分が存在するとき

は、当該改正前部分を当該改正後部分に改める。  

（２）  改正前部分のみ存在するときは、当該改正前部分を削る。  

（３）  改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。  
 

改  正  後  改  正  前  

（業務）  （業務）  

第２条  勤労者センターは、職業講習

及び職業情報、教養、文化、研修、

スポーツ等の活動の場の提供等、前

条に規定する目的を達成するために

必要な業務を行うものとする。  

第２条  勤労者センターは、職業講習

及び職業情報、教養、文化、研修、

スポーツ等の活動の場の提供等、前

条の目的を達成するために必要な業

務を行うものとする。  

（使用の許可）  （使用の許可）  

第４条  勤労者センターの施設及びこ

れに附属する設備器具（第５条第２

項において「附属設備器具」とい

う。）（以下これらを「施設等」と

いう。）を使用しようとする者は、

あらかじめ市長の許可を受けなけれ

ばならない。当該許可に係る事項を

変更しようとするときも同様とす

る。  

第４条  勤労者センターの施設及びこ

れに附属する設備器具（以下「施設

等」という。）を使用しようとする

者は、あらかじめ市長の許可を受け

なければならない。許可に係る事項

を変更しようとするときも同様とす

る。  

２・３  （略）  ２・３  （略）  

（使用料）  （使用料）  

第５条  前条第１項の許可を受けた者

（以下「使用者」という。）は、別

表に定めるところにより、使用料を

市に納付しなければならない。  

 

第５条  前条第１項の許可を受けた者

（以下「使用者」という。）は、別

表に定めるところにより、使用料を

納付しなければならない。なお、市

長が指定する附属設備器具等の使用

料は、別に規則で定める。  



２  前項の使用料のほか、市長が指定

する附属設備器具の使用料は、別に

規則で定める。  

 

（使用料の減免）  （使用料の減免）  

第６条  市長は、公共的な目的で使用

する場合で、特に必要と認めたとき

は、使用料を減額し、又は免除する

ことができる。  

第６条  市長は、公共的目的で使用す

る場合で、特に必要と認めたとき

は、使用料を減額し、又は免除する

ことができる。  

（使用料の還付）  （使用料の還付）  

第７条  既納の使用料は、還付しな

い。ただし、次の各号のいずれかに

該当するときは、その全部又は一部

を還付することができる。  

第７条  既納の使用料は、還付しな

い。ただし、次の各号のいずれかに

該当するときは、その全部又は一部

を還付することができる。  

（１）  （略）  （１）  （略）  

（２）  使用者が、使用料の全額を

納付した後、規則で定める日まで

に使用の許可の取消しの申出を行

い、当該許可の取消しを受けたと

き。  

（２）  使用者が、使用料の全額を

納付した後、規則で定める日まで

に使用許 可の 取消 しの申出 を行

い、当該使用許可の取消しを受け

たとき。  

（目的外使用等の禁止）  （目的外使用等の禁止）  

第９条  使用者は、施設等を使用の許

可の目的外に使用し、又はその使用

する権利を他人に譲渡し、若しくは

転貸してはならない。  

第９条  使用者は、施設等を許可の目

的外に使用し、又はその使用する権

利を他人に譲渡し、若しくは転貸し

てはならない。  

（使用の許可の取消し等）  （使用許可の取消し等）  

第１０条  市長は、使用者が次の各号

のいずれかに該当すると認めるとき

は、使用の許可の条件を変更し、若

しくは制限し、若しくは使用を停止

し、又は当該許可を取り消すことが

できる。  

第１０条  市長は、使用者が次の各号

のいずれかに該当すると認めるとき

は、当該許可に係る使用許可の条件

を変更し、若しくは制限し、若しく

は使用を停止し、又は当該許可を取

り消すことができる。  

（１）  第４条第３項の規定による

条件又は前条の規定に違反したと

き。  

（１）  第４条第３項の規定による

条件又は第９条の規定に違反した

とき。  

（２）  （略）  （２）  （略）  

（３）  偽りその他不正な手段によ

り使用の許可を受けたとき。  

（３）  偽りその他不正な手段によ

り使用許可を受けたとき。  

（４）  （略）  （４）  （略）  

２  使用者が前項各号のいずれかに該

当する理由により、同項の規定によ

る処分を受け、これによって損失を

受けることがあっても、市長は、そ

２  使用者が前項各号のいずれかに該

当する理由により、同項の処分を受

け、これによって損失を受けること

があっても、市長はその補償の責め



の補償の責めを負わない。  を負わない。  

（指定管理者による管理）  （指定管理者による管理）  

第１４条  市長は、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号。第１７条第１

項において「法」という。）第２４４

条の２第３項に規定する指定管理者

（以下「指定管理者」という。）に

勤労者センターの管理を行わせるこ

とができる。  

第１４条  市長は、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第２４４条の

２第３項に規定する指定管理者（以

下「指定管理者」という。）に勤労

者センターの管理を行わせることが

できる。  

（指定管理者が行う業務の範囲）  （指定管理者が行う業務の範囲）  

第１６条  （略）  

２  指定管理者が前項各号に掲げる業

務 （ 以 下 「 指 定 管 理 業 務 」 と い

う。）を行う場合における第４条、

第８条及び第１０条第１項中「市

長」とあるのは「指定管理者」と、

第１０条第２項中「市長」とあるの

は「市長及び指定管理者」と、第１３

条（見出しを含む。）中「市」とあ

るのは「市及び指定管理者」と読み

替えるものとする。  

第１６条  （略）  

２  指定管理者が前項各号に掲げる業

務 （ 以 下 「 指 定 管 理 業 務 」 と い

う。）を行う場合における第４条、

第７条、第８条及び第１０条第１項

中「市長」とあるのは「指定管理

者」、第１０条第２項中「市長」と

あるのは「市長及び指定管理者」、

第 １ ３ 条 見 出 し 及 び 第 １ ３ 条 中

「市」とあるのは「市及び指定管理

者」と読み替えるものとする。  

（利用料金）   

第１７条  市長は、法第２４４条の２

第８項の規定により、指定管理者に

勤労者センターの利用に係 る料金

（以下「利用料金」という。）を当

該指定管理者の収入として収受させ

ることができる。  

 

２  前項の場合における利用料金（附

属設備器具の利用料金を除く。）の

額は、別表に定める額の範囲内にお

いて、あらかじめ市長の承認を得

て、指定管理者が定める。  

 

３  第１項の場合における附属設備器

具の利用料金の額は、規則で定める

額の範囲内において、あらかじめ市

長の承認を得て、指定管理者が定め

る。  

 

４  第１項に規定する場合にあって

は、第５条から第７条までの規定を

準用する。この場合において、第５

条（見出しを含む。）中「使用料」

 



とあるのは「利用料金」と、「市

に」とあるのは「指定管理者に」

と、「市長」とあるのは「指定管理

者」と、第６条（見出しを含む。）

中「使用料の」とあるのは「利用料

金の」と、「市長」とあるのは「指

定管理者」と、「使用料を」とある

のは「あらかじめ市長の承認を得て

利用料金を」と、第７条（見出しを

含む。）中「使用料」とあるのは

「利用料金」と読み替えるものとす

る。  

（指定管理者が行う管理の基準）  （指定管理者が行う管理の基準）  

第１８条  （略）  第１７条  （略）  

（委任）  （委任）  

第１９条  （略）  第１８条  （略）  

別表（第５条関係）  別表（第５条関係）  

表  （略）  表  （略）  

備考  備考  

１  市内とは、本市に住所を有す

る使用者（以下「市内使用者」

という。）をいい、市外とは、

市外に住所を有する使用者（以

下「市外使用者」という。）を

いう。  

１  市内とは、本市に住所を有す

る使用者をいい、市外とは、市

外に住所を有する使用者（以下

「市外使用者」という。）をい

う。  

２  体育室を体育の目的以外の集

会 等 に 使 用 す る 場 合 の 使 用 料

は、この表に規定する料金（以

下「規定料金」という。）の３

倍の額とする。  

２  体育室を体育の目的以外の集

会等に使用する場合の使用料金

は 、 規 定 料 金 の ３ 倍 の 額 と す

る。  

３  物品等の販売行為、入場料の

徴収その他商行為を目的に使用

すると認められる場合にあって

は、市内使用者の使用料は規定

料金又は前項に規定する料金の

２倍の額とし、市外使用者の使

用料は規定料金又は同項に規定

する料金の３倍の額とする。  

 

４  酒類を伴う飲食を行う場合に

あっては、市内使用者の使用料

は規定料金又は第２項に規定す

る料金の１．５倍の額とし、市

３  酒類を伴う飲食を行う場合の

使用料金は、規定料金又は前号

に規定する料金の１．５倍の額

と し 、 市 外 使 用 者 の 使 用 料 金



外使用者の使用料は規定料金又

は同項に規定する料金の２．５

倍の額とする。  

は、規定料金又は前号に規定す

る料金の２．５倍の額とする。  

５  前２項に規定する目的を重複

して使用する場合は、第３項に

規定する使用料を適用するもの

とする。  

 

６  使用料の計算において１０円

未満の端数が生じた場合は、こ

れを切り捨てる。  

４  使用料金の計算において１０

円未満の端数が生じた場合は、

これを切り捨てる。  

  
 

附  則  

（施行期日）  

１  この条例は、令和８年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  この条例による改正後の別表の規定は、この条例の施行の日以後

の羽生勤労者総合福祉センター及びこれに附属する設備器具の使用

に係る使用料について適用し、同日前の羽生勤労者総合福祉センタ

ー及びこれに附属する設備器具の使用に係る使用料については、な

お従前の例による。  

３  この条例の施行の日前にこの条例による改正前の第５条の規定に

より納付された使用料（同日以後の羽生勤労者総合福祉センター及

びこれに附属する設備器具の使用に係る使用料に限る。）は、この

条例による改正後の第１７条の規定により納付された利用料金とみ

なす。  

令和７年６月３日提出  

埼玉県羽生市長  河  田  晃  明    

 


